
堺市介護予防・日常生活支援総合事業の運用状況について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．堺市版新しい総合事業の内容 （平成 29年 4月から実施） 

区 分 方法    内 容  【 】内は事業者の報酬 目 的 

Ａ 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業 

ａ
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス 

Ⅰ 現行相当 
登
録
事
業
者
に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
提
供 

ヘルパー等の有資格者による身体介護、生活援助 

【1回 60分 2,846 円程度】 

認知症や精神疾患等により、有資格者によるサービスが

必要な者もいるため、現行サービスを引き続き実施 

Ⅱ 担い手登録型 
研修終了後、事業者に従事者登録した者（高齢者を含

む）による生活援助 【1回 60 分 1,412 円程度】 

介護人材のすそ野を広げるとともに、元気な高齢者の社

会参加を促すために実施するサービス 

ｂ
通
所
型
サ
ー
ビ
ス 

Ⅰ 現行相当 
専門職（生活相談員、看護職員等）による機能訓練、

レクリエーション、送迎等 【1回半日 3,950 円程度】 

様々な心身状態の者に対応するため、専門職による現行

サービスを引き続き実施 

Ⅱ 担い手登録型 
専門職の配置は不要。運動、レクリエーション、通い

の場等の提供 【1回半日 1,870～2,967 円程度】 

介護人材のすそ野を広げるとともに、元気な高齢者の社

会参加を促すために実施するサービス 

Ⅲ 短期集中 
機能訓練指導員等による短期間（3か月が基本）の機

能訓練【1回 2時間 2,476 円程度】 

機能訓練による運動機能の向上、運動習慣の習得によ

り、自立した生活をめざす 

Ｂ 

一
般
介
護
予
防
事
業 

ａ 介護予防把握事業 市
の
直
接
事
業
・
委
託
事
業 

地
域
の
団
体
へ
の
補
助
事
業 

保健センター（看護職員）による訪問活動 

（要介護認定非該当者訪問など） 

うつ・閉じこもり等の何らかの支援を要する者を把握

し、介護予防へつなげる 

ｂ 介護予防普及啓発 

事業 

運動・口腔ケア・栄養改善・認知症予防の教室 

関大連携事業で作成した「堺コッカラ体操」の普及 

高齢者に対して幅広く、介護予防活動の普及・啓発を実

施 

ｃ 地域介護予防活動 

支援事業 

地域のつながりハート事業（校区福祉委員会への活動

助成）、保健センターによる自主運動グループ支援 
住民主体の介護予防活動の育成・支援を実施 

ｄ 地域リハビリテーシ

ョン活動支援事業 

リハビリ専門職等による出前型の運動指導事業 住民主体の通いの場へリハビリ専門職等を派遣し、指

導・助言を行い、介護予防活動を強化 

 

３．進捗状況 

 

１．国の制度改正の概要 （平成 27年 4月 介護保険法改正） 

 
●軽度者である要支援１・２の方の訪問介護（ヘルパー）と通所介護（デイサービス）が、全国一律の介護保険給付から市町村事業へ移行 

●介護予防事業の対象を全ての高齢者とし、合わせて多様な事業や地域の活動を一般介護予防事業に位置づけ、市が普及啓発や活動の支援を実施 

※中重度者である要介護１～５の方に対する介護給付は従来通り変更なし 

 

■事業所指定状況・利用者数 

区分 事業所数 利用者数（人） 

訪問型 

サービス 

現行相当 290 6,017 

担い手登録型 9 5 

通所型 

サービス 

現行相当 506 5,457 

担い手登録型 4 0 

短期集中 31 13 

※事業所指定状況は平成２９年８月１日時点、利用者数は平成２９年７月審査分 

■総合事業対象者数（平成２９年６月末時点） 

要支援１ 11,653人 

要支援２ 7,249人 

事業対象者※ 58人 

※チェックリストによる判定に該当した総合事業の対象者。 

■堺市生活援助サービス従事者研修受講修了者（平成２８年度） 

平成２８年度に６時間×２日間の研修を６回実施。平成２９年度も８月以降に実施。 

３６５人 

■新設定単価利用実績 

総合事業の実施に伴い、要支援２の通所型サービス（現行相当）の単価に、 

週１回1,647単位を設定した。 

これにより、週2回3,377単位との差、1,730単位分が削減される。 

【要支援２介護予防通所サービス利用実績】 

 全体 うち週１回 サービス費全体（円） 単価差（円） 

４月 1,970件 320件 111,497,424 5,206,400 

５月 2,475件 464件 132,996,705 7,549,280 

６月 2,440件 ４70件 131,231,203 7,646,900 

計 6,885件 1,254件 375,725,332 20,402,580 

 

４．今後の取組 

介護予防・日常生活支援総合事業 

Ａ 介護予防・生活支援サービス事業 

ａ訪問型サービス  ｂ通所型サービス 

Ｂ 一般介護予防事業  

ａ介護予防把握事業  ｂ介護予防普及啓発事業 

ｃ地域介護予防活動支援事業 

ｄ地域リハビリテーション活動支援事業 

介護予防給付 

(要支援１・２) 

介護予防事業 

・二次予防事業(生活機能が低下している高齢者) 

・一次予防事業（全ての高齢者） 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

介護予防給付（要支援１～２） 

改正前と同様 

総合事業に移行 

多様化 

［
改
正
前
］ 

［
改
正
後
］ 

介護給付 （要介護１～５） 介護給付（要介護１～５） 

総合事業の普及を図るとともに、平成３０年度の介護保険法改正も見据えて、持続

可能な制度設計を検討していく。 

●広報や要支援者の認定更新時の案内で、チェックリストによる判定や新サービス

といった、利用者の状況に応じた多様な選択肢を分かりやすく説明。 

●ケアマネジャーに対して、総合事業の制度や手続を再度周知。 

●新サービスの事業所指定の増に向け、介護事業者と意見交換。 

資料４ 


